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議案第６３号 
 
 

杵築市議会議員及び杵築市長の選挙における選挙運

動の公費負担に関する条例の制定について 
 
 

杵築市議会議員及び杵築市長の選挙における選挙運動の公費負

担に関する条例を次のように定める。 
 
 

令和７年６月９日提出 
  
  

杵築市長  永 松  悟 
 
 
               記 
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杵築市議会議員及び杵築市長の選挙における選挙運

動の公費負担に関する条例 
 

（趣旨） 
第１条 この条例は、公職選挙法（昭和２５年法律第１００号。

以下「法」という 。） 第１４１条第８項、第１４２条第１１項

及び第１４３条第１５項の規定に基づき、杵築市議会議員及び

杵築市長の選挙における法第１４１条第１項の自動車（以下「 
選挙運動用自動車」という 。） の使用並びに法第１４２条第１

項第６号のビラ（以下「選挙運動用ビラ」という 。） 及び法第

１４３条第１項第５号のポスター（以下「選挙運動用ポスター 
」という 。） の作成の公費負担に関し必要な事項を定めるもの

とする。 
（選挙運動用自動車の使用の公費負担） 

第２条 杵築市議会議員及び杵築市長の選挙における候補者（以

下「候補者」という 。） は、６４，５００円に、その者につき

法第８６条の４第１項、第２項、第５項、第６項又は第８項の

規定による候補者の届出のあった日から当該選挙の期日の前日

（法第１００条第４項又は第１２７条の規定により投票を行わ

ないこととなったときは、法第１００条第５項の規定による告

示の日。以下同じ 。） までの日数を乗じて得た金額の範囲内で、

選挙運動用自動車を無料で使用することができる。ただし、当

該候補者に係る供託物が法第９３条第１項（同条第２項におい

て準用する場合を含む 。） の規定により市に帰属することとな

らない場合に限る。 
（選挙運動用自動車の使用の契約締結の届出） 

第３条 前条の規定の適用を受けようとする者は、道路運送法（ 
昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号ハに規定する一般乗

4



 

用旅客自動車運送事業を経営する者（以下「一般乗用旅客自動

車運送事業者」という 。） その他の者（次条第２号に規定する

契約を締結する場合には、当該適用を受けようとする者と生計

を一にする親族のうち、当該契約に係る業務を業として行う者

以外の者を除く 。） との間において選挙運動用自動車の使用に

関し有償契約を締結し、杵築市選挙管理委員会（以下「委員会 
」という 。） が定めるところにより、その旨を委員会に届け出

なければならない。 
（選挙運動用自動車の使用の公費負担の額及び手続） 

第４条 市は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。 
）が同条の契約に基づき当該契約の相手方である一般乗用旅客

自動車運送事業者その他の者（以下「一般乗用旅客自動車運送

事業者等」という 。） に支払うべき金額のうち、次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定める金額を、第２条ただし書に

規定する要件に該当する場合に限り、当該一般乗用旅客自動車

運送事業者等からの請求に基づき、当該一般乗用旅客自動車運

送事業者等に対し支払う。 
（１） 当該契約が一般乗用旅客自動車運送事業者との運送契

約（以下「一般運送契約」という 。） である場合 当該

選挙運動用自動車（同一の日において一般運送契約によ

り２台以上の選挙運動用自動車が使用される場合には、

当該候補者が指定するいずれか１台の選挙運動用自動車

に限る 。） のそれぞれにつき、選挙運動用自動車として

使用された各日についてその使用に対し支払うべき金額

（当該金額が６４，５００円を超える場合には、６４，

５００円）の合計金額 
（２） 当該契約が一般運送契約以外の契約である場合 次に

掲げる区分に応じ、それぞれに定める金額 
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ア 当該契約が選挙運動用自動車の借入契約（以下「自動

車借入契約」という 。） である場合 当該選挙運動用自

動車（同一の日において自動車借入契約により２台以上

の選挙運動用自動車が使用される場合には、当該候補者

が指定するいずれか１台の選挙運動用自動車に限る 。）

のそれぞれにつき、選挙運動用自動車として使用された

各日についてその使用に対し支払うべき金額（当該金額

が１６，１００円を超える場合には、１６，１００円）

の合計金額 
イ 当該契約が選挙運動用自動車の燃料の供給に関する契

約である場合 当該契約に基づき当該選挙運動用自動車

に供給した燃料の代金（当該選挙運動用自動車（これに

代わり使用される他の選挙運動用自動車を含む 。） が既

に前条の規定による届出に係る契約に基づき供給を受け

た燃料の代金と合算して、７，７００円に当該候補者に

つき法第８６条の４第１項、第２項、第５項、第６項又

は第８項の規定による候補者の届出のあった日から当該

選挙の期日の前日までの日数から前号の契約が締結され

ている日数を除いた日数を乗じて得た金額に達するまで

の部分の金額であることにつき、委員会が定めるところ

により、当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認

したものに限る 。）  
ウ 当該契約が選挙運動用自動車の運転手の雇用に関する

契約である場合 当該選挙運動用自動車の運転手（同一

の日において２人以上の選挙運動用自動車の運転手が雇

用される場合には、当該候補者が指定するいずれか１人

の運転手に限る 。） のそれぞれにつき、選挙運動用自動

車の運転業務に従事した各日についてその勤務に対し支

6



 

払うべき報酬の額（当該報酬の額が１２，５００円を超

える場合には、１２，５００円）の合計金額 
（選挙運動用自動車の使用の契約の指定） 

第５条 前条の場合において、選挙運動用自動車の使用に関し同

一の日につき同条第１号に定める契約と同条第２号に定める契

約とのいずれもが締結されているときは、当該日については、

これらの号に定める契約のうち当該候補者が指定するいずれか

の号に定める契約のみが締結されているものとみなして、同条

の規定を適用する。 
（選挙運動用ビラの作成の公費負担） 

第６条 候補者は、第８条に定めるところにより算定した作成単

価に選挙運動用ビラの作成枚数（当該作成枚数が、法第１４２

条第１項第６号に定めるビラの枚数を超える場合には、当該ビ

ラの枚数）を乗じて得た金額の範囲内で、選挙運動用ビラを無

料で作成することができる。この場合においては、第２条ただ

し書の規定を準用する。 
（選挙運動用ビラの作成の契約締結の届出） 

第７条 前条の規定の適用を受けようとする者は、ビラの作成を

業とする者（以下「ビラ作成業者」という 。） との間において

選挙運動用ビラの作成に関し有償契約を締結し、委員会が定め

るところにより、その旨を委員会に届け出なければならない。 
（選挙運動用ビラの作成の公費負担の額及び手続） 

第８条 市は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。 
）が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるビラ作成業者

に支払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成された選挙運

動用ビラの１枚当たりの作成単価（当該作成単価が８円３８銭

を超える場合には、８円３８銭）に当該選挙運動用ビラの作成

枚数（当該候補者を通じて法第１４２条第１項第６号に定める
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ビラの枚数の範囲内のものであることにつき、委員会が定める

ところにより、当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認

したものに限る 。） を乗じて得た金額を、第６条後段において

準用する第２条ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、

当該ビラ作成業者からの請求に基づき、当該ビラ作成業者に対

し支払う。 
（選挙運動用ポスターの作成の公費負担） 

第９条 候補者は、第１１条に定めるところにより算定した作成

単価に選挙運動用ポスターの作成枚数（当該作成枚数が、ポス

ター掲示場の数を超える場合には、当該ポスター掲示場の数）

を乗じて得た金額の範囲内で、選挙運動用ポスターを無料で作

成することができる。この場合においては、第２条ただし書の

規定を準用する。 
（選挙運動用ポスターの作成の契約締結の届出） 

第１０条 前条の規定の適用を受けようとする者は、ポスターの

作成を業とする者（以下「ポスター作成業者」という 。） との

間において選挙運動用ポスターの作成に関し有償契約を締結し、

委員会が定めるところにより、その旨を委員会に届け出なけれ

ばならない。 
（選挙運動用ポスターの作成の公費負担の額及び手続） 

第１１条 市は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。 
）が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるポスター作成

業者に支払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成された選

挙運動用ポスターの１枚当たりの作成単価（当該作成単価が、

５８６円８８銭に当該ポスター掲示場の数を乗じて得た金額に

３１６，２５０円を加えた金額を当該選挙が行われる区域にお

けるポスター掲示場の数で除して得た金額（１円未満の端数が

ある場合には、その端数は、１円とする 。） を超える場合には
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当該除して得た金額）に当該選挙運動用ポスターの作成枚数（ 
当該候補者を通じてポスター掲示場の数の範囲内のものである

ことにつき、委員会が定めるところにより、当該候補者からの

申請に基づき、委員会が確認したものに限る 。） を乗じて得た

金額を、第９条後段において準用する第２条ただし書に規定す

る要件に該当する場合に限り、当該ポスター作成業者からの請

求に基づき、当該ポスター作成業者に対し支払う。 
（公費負担の状況の公表） 

第１２条 委員会は、公費負担の状況について委員会が定めると

ころにより公表するものとする。 
（委任） 

第１３条 この条例の施行に関し必要な事項は、委員会が定める。 
 

附 則 
 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第６４号 
 
 

杵築市山香温泉風の郷条例の一部改正について 
 
 

杵築市山香温泉風の郷条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 
 
 

令和７年６月９日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
 
 
              記 
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   杵築市山香温泉風の郷条例の一部を改正する条例 

 

杵築市山香温泉風の郷条例（平成１７年杵築市条例第１３７号 

）の一部を次のように改正する。 

 別表を次のように改める。 

別表（第８条関係） 

利用料

金の名

称 

区分 単位 金額 備考 

宿泊料 和室 

洋室 

離れ 

一般 １人

１泊 

２５，０００円

以下 

１ 「一般」とは、

中学校の生徒及び

これに準ずる者以

上の者をいう。 

２ 「小学生」とは 

、小学校の児童及

びこれに準ずる者

をいう。 

３ 「未就学児」と

は、０歳から小学

校就学の始期に達

するまでの者をい

う。 

４ 小学生の宿泊料

については、一般

の料金の半額を徴

収する。 

５ 未就学児の宿泊

料については、無

会議利

用料 

研修室 １時

間当

たり 

３，７５０円以

下 

入浴料 一般 １回

当た

り 

７００円以下 

小学生以下 １回

当た

り 

６００円以下 

ロッカー利用料 １回

当た

り 

２００円以下 
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料とする。ただし 

、独立して寝具を

利用した場合に限

り、小学生の料金

を徴収する。 

   ６ 土曜日、日曜日 

、国民の祝日に関

する法律（昭和２

３年法律第１７８

号）に規定する休

日及びその前日の

宿泊料は、１割を

加算できる。ただ

し、年末年始、ゴ

ールデンウィーク 

、盆及びシルバー

ウィークの期間及

び宿泊料は、別に

定める。  

７ 入浴料には、サ

ウナルーム利用料

が含まれる。 

 

   附 則 

この条例は、令和７年８月１日から施行する。 

12



 

議案第６５号 
 
 

財産の処分について 
 
 

次のとおり財産を処分することについて、杵築市議会の議決に

付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７年

杵築市条例第５３号）第３条の規定により、議会の議決を求める。 
 
 

令和７年６月９日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
 
 
              記 
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１ 処分する財産 
（１） 土 地 

所  在  杵築市山香町大字久木野尾字東カヤノ原２０

０２番２６ 
地  目  宅地 
地  籍  ２３，２５３．７４㎡ 

（２） 建 物 
所  在  杵築市山香町大字久木野尾字東カヤノ原２０

０２番地２６ 
構  造  木造亜鉛メッキ鋼板葺平家建 
床 面 積  １５８．８４㎡ 

         
 ２ 処分の相手方 

福岡県糟屋郡須恵町大字植木８１番地の５ 
中山ホールディングス株式会社 
代表取締役社長 中山 智 

 
 ３ 処分予定価格 

６７，７４３，０００円 
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報告第１２号 
 
 
   繰越明許費繰越計算書について 
 
 

令和６年度杵築市一般会計予算のうち、令和７年度に別紙のと

おり繰り越したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６

号）第１４６条第２項の規定により報告する。 
 
 

令和７年６月９日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
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.

民
生
費

児
童
福
祉
費

1
,6
4
1
,0
0
0

1
,6
4
1
,0
0
0

0
1
,6
0
0
,0
0
0

0
0

4
1
,0
0
0

４
．

１
.

衛
生
費

保
健
衛
生
費

6
,7
1
4
,0
0
0

6
,7
1
4
,0
0
0

0
6
,7
0
0
,0
0
0

0
0

1
4
,0
0
0

５
．

１
.

農
林
水
産
業
費

農
業
費

6
,3
4
4
,0
0
0

6
,3
4
4
,0
0
0

0
6
,3
0
0
,0
0
0

0
0

4
4
,0
0
0

令
和

６
年

度
　
杵

築
市

一
般

会
計

繰
越

明
許

費
繰

越
計

算
書

左
の
財

源
内

訳

未
収
入
特
定
財
源

一
般

財
源

地
籍

調
査

事
業

物
価

高
騰

対
策

事
業

（
高

齢
者

施
設

等
物

価
高

騰
対

策
支

援
）

繰
越
明
許
費

設
　
定
　
額

住
民

税
非

課
税

世
帯

物
価

高
騰

対
策

給
付

金
給

付
事

業

物
価

高
騰

対
策

事
業

（
農

林
水

産
業

燃
油

高
騰

特
別

対
策

）

物
価

高
騰

対
策

事
業

（
障

が
い
者

施
設

等
物

価
高

騰
対

策
支

援
）

物
価

高
騰

対
策

事
業

（
保

育
所

等
物

価
高

騰
対

策
支

援
）
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(一
般
会
計
－
2
)

(単
位
：
円
)

款
項

事
　
業
　
名

翌
年
度
繰
越
額

既
収

入

特
定

財
源

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他

令
和

６
年

度
　
杵

築
市

一
般

会
計

繰
越

明
許

費
繰

越
計

算
書

左
の
財

源
内

訳

未
収
入
特
定
財
源

一
般

財
源

繰
越
明
許
費

設
　
定
　
額

５
．

１
.

農
林
水
産
業
費

農
業
費

5
,1
4
5
,0
0
0

5
,1
4
5
,0
0
0

0
5
,1
0
0
,0
0
0

0
0

4
5
,0
0
0

５
．

１
.

農
林
水
産
業
費

農
業
費

5
,9
3
1
,0
0
0

5
,9
3
1
,0
0
0

0
5
,9
3
0
,0
0
0

0
0

1
,0
0
0

５
．

１
.

農
林
水
産
業
費

農
業
費

2
,6
6
0
,0
0
0

2
,6
3
0
,0
0
0

8
0
0
,0
0
0

1
,7
4
2
,0
0
0

0
0

8
8
,0
0
0

５
．

３
.

農
林
水
産
業
費

水
産
業
費

6
9
,5
4
9
,0
0
0

5
9
,5
4
9
,0
0
0

0
4
1
,6
6
4
,0
0
0

1
7
,8
0
0
,0
0
0

0
8
5
,0
0
0

６
．

１
.

商
工
費

商
工
費

1
0
0
,2
0
0
,0
0
0

1
0
0
,2
0
0
,0
0
0

0
6
9
,4
4
8
,0
0
0

0
0

3
0
,7
5
2
,0
0
0

６
．

１
.

商
工
費

商
工
費

5
,4
1
8
,0
0
0

5
,4
1
8
,0
0
0

5
,4
0
0
,0
0
0

0
0

0
1
8
,0
0
0

八
坂

・
東

地
区

工
業

団
地

整
備

事
業水

産
物

供
給

基
盤

機
能

保
全

事
業

物
価

高
騰

対
策

事
業

（
プ
レ
ミ
ア
ム
商

品
券

）

物
価

高
騰

対
策

事
業

（
畜

産
飼

料
価

格
高

騰
緊

急
対

策
）

農
業

水
路

等
長

寿
命

化
・
防

災
減

災
事
業
（
た
め
池
廃
止
）

お
お
い
た
園
芸
産

地
づ

く
り
支

援
事

業

17



(一
般
会
計
－
3
)

(単
位
：
円
)

款
項

事
　
業
　
名

翌
年
度
繰
越
額

既
収

入

特
定

財
源

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他

令
和

６
年

度
　
杵

築
市

一
般

会
計

繰
越

明
許

費
繰

越
計

算
書

左
の
財

源
内

訳

未
収
入
特
定
財
源

一
般

財
源

繰
越
明
許
費

設
　
定
　
額

７
．

２
.

土
木
費

道
路
橋
梁
費

2
9
,3
3
5
,0
0
0

1
5
,0
8
6
,0
0
0

0
7
,9
5
1
,0
0
0

7
,1
0
0
,0
0
0

0
3
5
,0
0
0

７
．

２
.

土
木
費

道
路
橋
梁
費

2
,9
1
4
,0
0
0

2
,9
1
4
,0
0
0

0
1
,4
9
7
,0
0
0

1
,4
0
0
,0
0
0

0
1
7
,0
0
0

７
．

２
.

土
木
費

道
路
橋
梁
費

6
0
4
,0
0
0

4
3
4
,0
0
0

0
2
3
3
,0
0
0

1
0
0
,0
0
0

0
1
0
1
,0
0
0

７
．

２
.

土
木
費

道
路
橋
梁
費

3
9
,5
1
8
,0
0
0

2
4
,2
0
9
,0
0
0

2
5
,0
0
0

1
3
,7
2
5
,0
0
0

1
0
,4
0
0
,0
0
0

0
5
9
,0
0
0

７
．

６
.

土
木
費

都
市
計
画
費

2
2
,1
6
5
,0
0
0

2
2
,1
6
5
,0
0
0

0
9
,7
4
5
,0
0
0

0
0

1
2
,4
2
0
,0
0
0

８
．

１
．

消
防
費

消
防
費

4
5
,1
7
7
,0
0
0

4
5
,1
7
7
,0
0
0

4
5
,1
0
0
,0
0
0

0
0

0
7
7
,0
0
0

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
事

業
（
法

面
等

長
寿

命
化

修
繕

）

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
事

業
（
重

永
吉

野
渡

線
）

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
事

業
（
鹿

倉
線

）

都
市

計
画

総
務

管
理

事
業

道
路
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
事
業

（
橋

梁
等

長
寿

命
化

修
繕

事
業

）

防
災

ラ
ジ
オ
管

理
事

業
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(一
般
会
計
－
4
)

(単
位
：
円
)

款
項

事
　
業
　
名

翌
年
度
繰
越
額

既
収

入

特
定

財
源

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他

令
和

６
年

度
　
杵

築
市

一
般

会
計

繰
越

明
許

費
繰

越
計

算
書

左
の
財

源
内

訳

未
収
入
特
定
財
源

一
般

財
源

繰
越
明
許
費

設
　
定
　
額

８
．

１
．

消
防
費

消
防
費

5
,6
2
5
,0
0
0

5
,6
2
5
,0
0
0

1
,7
0
0
,0
0
0

3
,8
7
2
,0
0
0

0
0

5
3
,0
0
0

９
．

５
．

教
育
費

社
会
教
育
費

3
,3
1
4
,0
0
0

3
,1
9
0
,0
0
0

3
,1
0
0
,0
0
0

0
0

0
9
0
,0
0
0

９
．

６
.

教
育
費

保
健
体
育
費

7
,6
8
5
,0
0
0

7
,4
4
7
,0
0
0

7
,4
0
0
,0
0
0

0
0

0
4
7
,0
0
0

１
０
．

１
．

災
害
復
旧
費

農
林
水
産
業
施
設

災
害
復
旧
費

5
2
,6
3
6
,0
0
0

4
2
,6
8
5
,0
0
0

0
0

2
7
,7
0
0
,0
0
0

0
1
4
,9
8
5
,0
0
0

１
０
．

１
．

災
害
復
旧
費

農
林
水
産
業
施
設

災
害
復
旧
費

2
5
4
,4
0
4
,0
0
0

2
5
4
,4
0
4
,0
0
0

2
,5
4
0
,0
0
0

5
6
,9
1
9
,0
0
0

6
,3
0
0
,0
0
0

0
1
8
8
,6
4
5
,0
0
0

１
０
．

１
．

災
害
復
旧
費

農
林
水
産
業
施
設

災
害
復
旧
費

1
,1
2
8
,0
0
0

1
,1
2
8
,0
0
0

0
0

7
0
0
,0
0
0

0
4
2
8
,0
0
0

耕
地

災
害

復
旧

事
業

（
現

年
補

助
分

）

林
道

災
害

復
旧

事
業

（
単

独
分

）

ハ
ザ
ー

ド
マ
ッ
プ
作

成
事

業

史
跡

杵
築

城
跡

保
存

活
用

事
業

体
育

施
設

維
持

管
理

事
業

（
文

化
体

育
館

空
調

機
更

新
工

事
）

耕
地

災
害

復
旧

事
業

（
単

独
分

）
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(一
般
会
計
－
5
)

(単
位
：
円
)

款
項

事
　
業
　
名

翌
年
度
繰
越
額

既
収

入

特
定

財
源

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他

令
和

６
年

度
　
杵

築
市

一
般

会
計

繰
越

明
許

費
繰

越
計

算
書

左
の
財

源
内

訳

未
収
入
特
定
財
源

一
般

財
源

繰
越
明
許
費

設
　
定
　
額

１
０
．

１
．

災
害
復
旧
費

農
林
水
産
業
施
設

災
害
復
旧
費

2
3
,9
3
6
,0
0
0

1
9
,7
5
6
,0
0
0

0
1
5
,8
1
6
,0
0
0

1
,7
0
0
,0
0
0

0
2
,2
4
0
,0
0
0

１
０
．

１
．

災
害
復
旧
費

農
林
水
産
業
施
設

災
害
復
旧
費

5
,0
0
0
,0
0
0

5
,0
0
0
,0
0
0

2
,5
0
0
,0
0
0

2
,5
0
0
,0
0
0

0
0

0

１
０
．

２
．

災
害
復
旧
費

公
共
土
木
施
設

災
害
復
旧
費

3
0
,0
0
0
,0
0
0

3
0
,0
0
0
,0
0
0

0
0

3
0
,0
0
0
,0
0
0

0
0

１
０
．

２
．

災
害
復
旧
費

公
共
土
木
施
設

災
害
復
旧
費

4
8
2
,9
0
0
,0
0
0

3
7
5
,0
0
3
,0
0
0

0
3
0
3
,4
4
2
,0
0
0

5
7
,6
0
0
,0
0
0

0
1
3
,9
6
1
,0
0
0

１
０
．

３
．

災
害
復
旧
費

公
共
施
設
等

災
害
復
旧
費

4
2
,2
2
1
,0
0
0

3
4
,4
2
1
,0
0
0

8
5
,0
0
0

0
3
0
,7
0
0
,0
0
0

0
3
,6
3
6
,0
0
0

1
,4
9
3
,9
6
5
,0
0
0

1
,2
0
1
,7
4
1
,0
0
0

6
8
,6
5
0
,0
0
0

6
4
2
,8
3
3
,0
0
0

1
9
1
,5
0
0
,0
0
0

0
2
9
8
,7
5
8
,0
0
0

農
業

用
施

設
等

災
害

復
旧

支
援

事
業

一
　
般
　
会
　
計
　
　
合
　
　
計

公
共

土
木

災
害

復
旧

事
業

（
現

年
補

助
分

）

公
共

施
設

等
災

害
復

旧
事

業

公
共

土
木

災
害

復
旧

事
業

（
単

独
分

）

林
道

災
害

復
旧

事
業

（
現

年
補

助
分

）
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報告第１３号 
 
 
   事故繰越し繰越計算書について 
 
 

令和６年度杵築市一般会計予算のうち、令和７年度に別紙のと

おり繰り越したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６

号）第１５０条第３項の規定において準用する同令第１４６条第

２項の規定により報告する。 
 
 

令和７年６月９日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
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(事
故

繰
越

－
１
)

(単
位

：
円

)

款
項

事
　
業

　
名

既
収

入
説

　
明

特
定

財
源

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他

２
．

３
.

総
務

費
戸

籍
住

民

登
録

費

1
4
,5
9
7
,0
0
0

3
,8
9
4
,0
0
0

1
0
,7
0
3
,0
0
0

0
1
0
,7
0
3
,0
0
0

0
1
0
,7
0
3
,0
0
0

0
0

0
一

　
般

　
会

　
計

　
　
合

　
　
計

支
出

負
担

行
　
為

　
額

左
の
内
訳

支
出

負
担

行
為

予
定

額
翌

年
度

繰
越

額
支

出
済

額
支

出
未

済
額

1
4
,5
9
7
,0
0
0

3
,8
9
4
,0
0
0

1
0
,7
0
3
,0
0
0

0
0

　
本

事
業

は
、
令

和
5
年

度
の
国

庫
補

助
金

を
活

用
し
、
令
和
6
年
度
に
実

施
予

定
で
あ
っ
た
が
、
シ

ス
テ
ム
改

修
に
係

る
国

の
標
準
仕
様
書
の
公
開
が

予
定
よ
り
も
遅
れ
た
こ
と
に

よ
り
、
適
正
な
履
行
期
間

の
確
保
が
困
難
と
な
っ
た

た
め
。

令
和
６
年
度
　
杵
築
市
一
般
会
計
事
故
繰
越
し
繰
越
計
算
書

1
0
,7
0
3
,0
0
0

0
1
0
,7
0
3
,0
0
0

0
0

戸
籍

住
民

基
本

台
帳

事
業

（
シ
ス
テ
ム
改
修
）

左
の
財
源
内
訳

未
収

入
特

定
財

源
一

般
財

源

22



 

報告第１４号 
 
 
   繰越明許費繰越計算書について 
 
 

令和６年度杵築市ケーブルテレビ事業特別会計予算のうち、令

和７年度に別紙のとおり繰り越したので、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定により報告する。 
 
 

令和７年６月９日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
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(ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
－
1
)

(単
位
：
円
)

款
項

事
　
業
　
名

翌
年
度
繰
越
額

既
収

入

特
定

財
源

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他

２
．

１
.

ケ
ー

ブ
ル
テ
レ
ビ

ケ
ー

ブ
ル
テ
レ
ビ

整
備
事
業
費

整
備
事
業
費

5
2
,8
0
4
,0
0
0

5
2
,8
0
4
,0
0
0

2
,7
0
4
,0
0
0

0
5
0
,1
0
0
,0
0
0

0
0

5
2
,8
0
4
,0
0
0

5
2
,8
0
4
,0
0
0

2
,7
0
4
,0
0
0

0
5
0
,1
0
0
,0
0
0

0
0

ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
事
業
特
別
会
計
　
　
合
　
　
計

令
和

６
年

度
　
杵

築
市

ケ
ー

ブ
ル
テ
レ
ビ
事

業
特
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報告第１５号 
 
 
   繰越計算書について 
 
 

令和６年度杵築市水道事業会計予算のうち、令和７年度に別紙

のとおり繰り越したので、地方公営企業法（昭和２７年法律第２

９２号）第２６条第３項の規定により報告する。 
 
 

令和７年６月９日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
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